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１．事業の趣旨 

高次脳機能障害特有の症状として、社会的行動障害や記憶障害がありますが、適切なリハビリ

テーションを受けることで、社会復帰につながる可能性があります。 

頭部外傷を治療する病院や自立訓練を提供する事業所はあるものの、入院中は患者にとって

守られた環境下での生活となるため、高次脳機能障害が概して目立たず、発見されないことがあ

るほか、高次脳機能障害に理解のある事業所も多くない状況にあります。そのため、高次脳機能

障害の発見が遅れる場合や適切な自立訓練を受けられず、高次脳機能障害を有する者が社会復

帰できない場合が生じうる状況となっています。 

このため、国土交通省では、自動車事故による高次脳機能障害を有する者の社会復帰の促進

を図る方策を検討することを目的として、自立訓練（機能訓練・生活訓練）を提供する障害福祉サ

ービス等事業者のうち、高次脳機能障害への十分な理解がある者が行う、高次脳機能障害を有す

る者が病院・事業者から地域への生活を円滑に移行するためのサポートの取り組みに対して補助

を行う、社会復帰促進事業のモデル事業を実施します。 

予算の範囲内において、国が当該事業の実施に要する費用を補助します。 

なお、事業に対する補助は単年度となりますが、高次脳機能障害の把握から自立訓練、地元復

帰までの切れ目のない支援の実施を可能とするための方策の実現に向け、最長6年間、国土交通

省から事業実施にかかる経費の補助を行い、7年目以降は事業者による自主財源により事業を

継続することを想定しています。 

 

２．補助対象事業者の要件 

社会復帰促進事業においては、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律（平成17年法律第123号。以下「障害者総合支援法」という。）第５条第12項に規定する「自立

訓練」を行う事業所（以下「自立訓練事業所」という。）であって、次に掲げる要件を満たすもの（以

下「補助対象事業者」をいう。）を交付対象とします。補助対象事業者の要件として、下記①から⑤

を満たすことが必要です。 

 

① 令和５年度に自動車事故による高次脳機能障害を有する者が利用していること。 

② 事業を効率的かつ確実に実施することができる自立訓練事業所であること。 

③ 利用する高次脳機能障害を有する者に対し、リハビリテーションを実施する心理職の資格を

有する者、言語聴覚士、理学療法士又は作業療法士（以下、「専門職」という。）が１名以上配

置されていること。 

④ 自立訓練提供支援費のうちリハビリテーションを実施する従業員の雇用に関する経費（以下

「人材雇用費」という。）の申請をしようとする場合にあっては、次に掲げる要件を満たす自

立訓練事業所であること。 

イ 次の表の上欄に掲げる区分に応じ、それぞれ中欄に掲げる法令に定める従業員の員数

（以下「人員配置基準」という。）を超えた員数の下欄に掲げる区分の従業員を置いて事業

を行っていること。 
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自立訓練（機能訓練） 

障害者の日常生活及び社会

生活を総合的に支援するため

の法律に基づく障害福祉サー

ビス事業等の人員、設備及び

運営に関する基準（平成 18

年厚生労働省令第 171号。

以下「指定障害福祉サービス

の事業等基準省令」とい

う。）） 

看護職員 

理学療法士又は作業療法士 

生活支援員 

自立訓練（生活訓練） 
指定障害福祉サービスの事業

等基準省令 
生活支援員 

⑤ 実施要領第３条第３項に掲げる地域連携支援費の対象となる取組みを実施する者であるこ

と。 

 

３．事業の概要 

 

３．１ 応募対象の事業 

自動車事故による高次脳機能障害を有する者の社会復帰の促進を図るため、自立訓練を提供

する障害福祉サービス等事業者のうち、高次脳機能障害への十分な理解がある者が行う、高次脳

機能障害を有する者が病院・事業者から地域への生活を円滑に移行するためのサポートの取り

組みに対して補助を行う事業で、事業実施に十分な体制が確保されている者を対象とします。な

お、事業内容は、下記の通りとします。 

 

（事業内容について） 

（１）ネットワーク構築支援（基本項目【任意】） 

具体的には、以下のような内容が該当します。 

○ 病院とのネットワークを構築するために必要な打合せ 

○ 病院とのネットワーク構築に資する研修等の開催や参加 

 

（２）自立訓練提供支援（基本項目【任意】） 

具体的には、以下のような内容が該当します。 

○ 高次脳機能障害を有する者を対象とした自立訓練の提供 

○ 高次脳機能障害を有する者を対象とした自立訓練の提供に資する研修等の開催や参加 

 

（３）地域連携支援（基本項目【必須】） 

具体的には、以下のような内容が該当します。 

○ 高次脳機能障害を有する者の支援に係る専門的知識を有する者が地域の事業所等との

連携を構築するための打合せ 

○ 地域の他の自立訓練事業所との連携構築に資する研修等の開催や参加 
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３．２ 補助金の額 

一事業者あたりの補助金の額は、「３．３補助金額の考え方」に基づき、「基本項目」と「加算項

目」の合計額以内の額とし、一事業者につき、単年度あたり1,000万円（ただし、本補助事業選定

初年度の補助対象事業者の場合は、1,200万円）を限度とします。 

 

３．３ 補助金額の考え方 

実施する補助事業の内容に合わせ、支援体制の整備状況によって決まる「基本項目」と、「加算

項目」によって構成されています。 

※多数の事業者から要望があった場合や、完了実績報告の審査結果により、要望額全てに対し

て交付しない場合がありますので、ご了承ください。 

 

①基本項目は下記のとおりです。 

活動項目 事業内容 

①ネットワーク構築支援 

【任意】 

病院と連携した高次脳機能障害の評価実施につながる

取組に関する病院とのネットワークの構築 

②自立訓練提供支援 

【任意】 
高次脳機能障害に合わせた自立訓練の提供 

③地域連携支援 

【必須】 

高次脳機能障害を有する者の支援に係る専門的知識を

有する者が地域の事務所に訪問する等の地域との連携

を図る取組み 

 

 

分類 満額給付の場合 １／２給付の場合 

地域連携支援実施時間数に

より、どちらかを選択 

地域連携支援を週30時間

以上実施（複数人の合計化） 

地域連携支援を週 15時間以

上30時間未満実施（複数人の

合計化） 

区分１ 地域連携支援 

上限3,000千円 上限 1,500千円 

区分２ 地域連携支援 

上限3,000千円 上限 1,500千円 

ネットワーク構築支援 

上限2,000千円 上限 1,000千円 

合計 

上限5,000千円 上限2,500千円 
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区分３ 地域連携支援 

上限3,000千円 上限 1,500千円 

自立訓練提供支援 

上限3,000千円 上限 1,500千円 

合計 

上限6,000千円 上限3,000千円 

区分４ 地域連携支援 

上限3,000千円 上限 1,500千円 

ネットワーク構築支援 

上限2,000千円 上限 1,000千円 

自立訓練提供支援 

上限3,000千円 上限 1,500千円 

合計 

上限8,000千円 上限4,000千円 

※本補助事業選定初年度の事業者を対象に基本項目の上限額に20％を自動加算することとし

（スタートアップ加算）、一の事業主体につき単年度あたり1,200万円を上限とします。 

 

② 加算項目は下記の通りです。 

 

３．４ 交付決定額の考え方 

「基本項目」と「加算項目」を、当初の交付決定額として決定します。 

「加算項目」については、支援実績の見込みを申請していただきます。各事業者の事業の実施

状況等と本事業の予算を総合的に考慮し、中間報告、実績報告等を踏まえ、額の確定を行いま

す。 

 

３．５ 補助金の範囲 

「３．３補助金額の考え方」にて示した項目の範囲で、次の「３．６対象経費」にて示す経費につい

て計上できます。 

なお、本事業に係る補助金の財源は国の予算であるため、補助金の支出にあたっては、「補助

金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）」、「補助金等に係る予

分類 計算式 上限額 

ネットワーク構築支援 
「病院への訪問件数」×「単価」 

※「単価」：１件あたり５万円 
上限100万円 

地域連携支援 
「地域の事業所等への訪問件数」×「単価」 

※「単価」：１件あたり５万円 
上限100万円 

研修、勉強会等 

開催・参加 

病院とのネットワーク構築、自立訓練の提

供及び地域連携の構築に資する研修等 
上限50万円 
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算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和30 年政令第255号）」、「被害者保護増進等事業費

補助金交付要綱（昭和55年９月12日付自保第151号）」及び、本補助金の実施細目、公募要領に

基づいた適切な経理を行わなければなりません。 

 

３．６ 対象経費 

Ⅰ．ネットワーク構築支援費 

① 人材雇用費 

病院とのネットワーク構築に従事している従業員に対して当該年度中に支給する給与総支

給額及び賞与 

 

② 求人情報発信費 

病院とのネットワーク構築に従事する新たな従業員を雇用するための求人情報の発信に

係る経費のうち、就職情報サイト掲載料、職業紹介手数料（職業安定法（昭和22年法律第

141号）第30条第１項に規定する有料職業紹介事業者（以下「有料職業紹介事業者」とい

う。）に対して同法第32条の３第１項第１号又は第２号の規定に基づく手数料として支払う

経費に限る。）、新聞広告、パンフレット等の作成費、その他求人情報の発信を主目的とした

経費で国土交通省が認めるものであり、かつ、原則として契約価格10万円以上であるも

の 

 

③ 印刷製本費 

病院とのネットワーク構築に要するパンフレット、チラシ等の印刷製本費 

 

④ 備品類導入費 

病院とのネットワーク構築に資する知識・技術向上を図るための医学図書等の備品類の導

入に係る経費 

 

⑤ 旅費 

病院とのネットワーク構築に必要な交通費及び出張等に伴う宿泊費、病院とのネットワー

ク構築に資する研修、セミナー、講演会等（以下「研修等」という。）の開催に係る講師の旅

費及び宿泊費 

 

⑥ 諸謝金 

病院とのネットワーク構築に資する研修等の開催に係る講師への謝金（講師個人に対して

支払われる者に限る。） 

 

⑦ 使用料 

病院とのネットワーク構築に資する研修等に係る会場使用料、放送機器使用料、会議費及

び会議に使用する資料に係る経費 

 

⑧ 研修等参加費 
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病院とのネットワーク構築に資する研修等に係る参加費 

 

Ⅱ．自立訓練提供支援費 

① 人材雇用費 

自立訓練の提供に従事しており、かつ、２．③に規定する専門職に対して当該年度中に支

給する給与総支給額及び賞与 

 

② 求人情報発信費 

自立訓練の提供に従事する新たな職員等を雇用するための求人情報の発信に係る経費の

うち、就職情報サイト掲載料、職業紹介手数料（職業安定法（昭和22年法律第141号）第

30条第１項に規定する有料職業紹介事業者（以下「有料職業紹介事業者」という。）に対し

て同法第32条の３第１項第１号又は第２号の規定に基づく手数料として支払う経費に限

る。）、新聞広告、パンフレット等の作成費、その他求人情報の発信を主目的とした経費で国

土交通省が認めるものであり、かつ、原則として契約価格10万円以上であるもの 

 

③ 印刷製本費 

自立訓練の提供に係る周知・広報に要するパンフレット、チラシ等の印刷製本費 

 

④ 備品類導入費 

自立訓練の提供に資する知識・技術向上を図るための医学図書等の備品類の導入に係る

経費 

 

⑤ 旅費 

自立訓練の提供に必要な交通費及び出張等に伴う宿泊費、自立訓練の提供に資する研修

等の開催に係る講師の旅費及び宿泊費 

 

⑥ 諸謝金 

自立訓練の提供に資する研修等の開催に係る講師への謝金（講師個人に対して支払われ

る者に限る。） 

 

⑦ 使用料 

自立訓練の提供に資する研修等に係る会場使用料、放送機器使用料、会議費及び会議に

使用する資料に係る経費 

 

⑧ 研修等参加費 

自立訓練の提供に資する研修等に係る参加費 

 

Ⅲ.地域連携支援費 

① 人材雇用費 

地域連携の構築に従事している従業員に対して当該年度中に支給する給与総支給額及び
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賞与 

 

② 求人情報発信費 

地域連携の構築に従事する新たな職員等を雇用するための求人情報の発信に係る経費の

うち、就職情報サイト掲載料、職業紹介手数料（職業安定法（昭和22年法律第141号）第

30条第１項に規定する有料職業紹介事業者（以下「有料職業紹介事業者」という。）に対し

て同法第32条の３第１項第１号又は第２号の規定に基づく手数料として支払う経費に限

る。）、新聞広告、パンフレット等の作成費、その他求人情報の発信を主目的とした経費で国

土交通省が認めるものであり、かつ、原則として契約価格10万円以上であるもの 

 

③ 印刷製本費 

地域連携の構築に要するパンフレット、チラシ等の印刷製本費 

 

④ 備品類導入費 

地域連携の構築に資する知識・技術向上を図るための医学図書等の備品類の導入に係る

経費 

 

⑤ 旅費 

地域連携の構築に必要な交通費及び出張等に伴う宿泊費、地域連携の構築に資する研修

等の開催に係る講師の旅費及び宿泊費 

 

⑥ 諸謝金 

地域連携の構築に資する研修等の開催に係る講師への謝金（講師個人に対して支払われ

る者に限る。） 

 

⑦ 使用料 

地域連携の構築に資する研修等に係る会場使用料、放送機器使用料、会議費及び会議に使

用する資料に係る経費 

 

⑧ 研修等参加費 

地域連携の構築に資する研修等に係る参加費 

 

３．７ 補助対象期間 

補助対象事業者の選定後（審査結果通知）より事業を開始し、令和６年３月末までに事業を完了

し、かつ指定する期日までに支払いを完了することが必要となります。補助対象事業の実施期間

外に支払われた経費等については、補助対象になりません。 

 

３．８ その他 

同一の内容及び期間で、国土交通省や他省庁、地方公共団体等の補助金を受けている事業の

応募は認められません。 
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４．補助対象事業者の選定等 

 

４．１ 審査手順 

・ 国土交通省にて、ご提出いただく応募書類（交付申請書類）が本要領において提示されて

いる要件に適合するものとなっているかを審査し、補助対象事業者として選定します。 

・ 審査の過程においては、必要に応じてヒアリング（遠隔によるものを含む。）の実施、追加

資料の提出等を求める場合があります。その対象になった提案については、国土交通省

から個別に連絡します。 

・ 応募書類（交付申請書類）提出後、有識者を交えた審査会を開催し、以下に示す選定基準

等に照らして審査を行います。なお、審査の経過に関する問合せには応じませんので、あ

らかじめご了承ください。 

 

４．２ 選定基準 

以下の観点から審査を実施します。 

① 技術能力に関する要件  

 ・高次脳機能障害を有する者に対しての社会復帰の促進に資する活動の実績又はその知見を

十分に有していること 

・病院関係者又は他の自立訓練事業者、その他の関係者との協調及び連携を実施しているこ

と 

② 管理体制及び処理能力に関する要件 

・事業実施及び会計手続を適正な実施体制を有していること 

③ 業務理解度に関する要件 

・具体的な業務に関する基本方針が明示されていること  

・高次脳機能障害を有する者の社会復帰の促進に資する提案であること 

④ 実施手順に関する要件 

・事業の実施手順が計画的であり、かつ、明確に定められていること 

・事業成果を達成するための計画的な日程であり、かつ、作業手順が適切であること 

⑤ 的確性に関する要件 

・高次脳機能障害の把握から自立訓練、地域における生活復帰まで継続的な支援の実施が

可能となる先駆的な取組となっていること 

・十分な実証成果を得ることが期待できること  

⑥ 実現性に関する要件 

・事業継続の能力があり、かつ、将来的な発展性が見込まれること 

・モデル事業として他の地域に展開できる普遍性が見込まれること 

・実施計画及び日程等が適切であり、かつ、事業を確実に遂行するため適切なものであるこ 

と 

・補助対象事業を実施するための財務体力を有していること 
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４．３ 審査結果の通知 

審査結果及び選定結果は、国土交通省より「審査結果通知」を送付致します。 

 

 

５．補助金の交付の申請・決定 

 

５．１ 交付申請・決定 

応募時に応募書類と交付申請書類をご提出いただき、内容を審査した上で、補助対象事業者

の選定の決定通知を行ったあと交付決定を行います。 

 

５．２ 選定後、事業開始までの流れ 

選定された補助対象事業者は、選定された日付を持って、事業着手可能となります。 

 

５．３ 申請の取下げ 

５．３の通知を受けた者は、当該通知に係る補助金の交付の決定の内容及びこれに付された条

件に不服があるときは申請の取り下げを行うことができます。 

 

５．４ 実施状況の確認・中間報告の実施 

選定された補助対象事業者に対しては、補助対象期間における事業の適正な執行ができてい

るかを確認するため、令和５年９～１０月頃に中間報告として、電話連絡・メール等にて事業の進

捗状況の確認を実施します。 

（１） 中間報告等の時点において、全体の執行状況やその後の実施計画に応じて、交付決定額を

減額又は増額する場合があります。 

また、交付決定内容と事業実績（執行率）に大きな乖離があった場合には、是正措置等を講じる

場合があります。 

（２） 中間報告の一環として、現地調査を実施する場合があります。 

 

５．５ 実績の報告等 

選定された補助対象事業者は、事業の実施状況を確認するため、令和６年２月頃に、国土交通

省及び外部有識者に対して、実績報告を行っていただきます。 

 

５．６ 実績報告書の提出 

選定された補助対象事業者は、補助事業が完了（中止又は廃止を含む。）したときは、事業完了

後速やかに、実績報告書を提出していただきます。 

 

５．７ 補助金の額の確定 

実績報告書の提出を受けた場合においては、その内容の審査等により、その報告に係る補助

事業の成果が補助金の交付の決定の内容及びこれに付された条件に適合するものであるかどう

かを調査し、適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、補助対象事業者に通知
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します。 

 

５．８ 補助金の支払い 

補助金は、交付すべき補助金の額を確定した後に支払います。 

 

５．９ 交付決定の取消し 

次に掲げる事項に該当するときは、補助対象事業者に対して、補助金の全部若しくは一部を交

付せず、その交付を停止し、又は交付した補助金の全部若しくは一部の返還を命じることがあり

ます。 

・ 補助対象事業者が補助金交付の条件に違反した場合 

・ 補助対象事業者が補助事業に関して不正、怠慢、虚偽その他不適当な行為をした場合 

・ 交付の決定後に生じた事情の変更等により、補助事業の全部または一部を継続する必要 

がなくなった場合 

 

６．補助金の交付決定を受けた者の責務 

補助対象事業者は、次の条件を守らなければなりません。 

 

６．１ 計画変更の承認等 

補助対象事業者は、やむを得ない事情により、次に掲げる行為をしようとするときは、あらか

じめ国土交通省の承認を得なければなりません。 

・ 補助事業の内容の変更（軽微な変更を除く。）をしようとする場合 

・ 補助事業を中止し、又は廃止する場合 

 

補助対象事業者は、やむを得ない事情により、補助事業が予定の期間内に完了しない場合又

は補助事業の遂行が困難となった場合においては、速やかに報告してその指示を受けなければ

なりません。 

 

６．２ 実績の報告等 

５．５と同じ。 

 

６．３ 事業実績書類の保管 

補助対象事業者は、補助事業の実績を、事業主体のその他本来事業と明確に区分し、その収入

又は支出の内容を記載した帳簿を備え、その収入及び支出に関する証拠書類を整理し、並びにこ

れらの帳簿及び書類を補助金の交付を受けた年度終了後５年間保存しなければなりません。 

 

６．４ 事業に関するアンケート・ヒアリングへの協力 

補助対象事業者には、補助事業実施期間及び事業終了後、当該事業及びその後の状況や利用

者の満足度等について、国土交通省にて実施するアンケートやヒアリング等にご協力いただきま

す。 
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６．５ その他 

・ 補助事業終了後、「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」等に基づき、国土交

通省による立入検査及び会計検査院による実地検査が入ることがあります。 

・ 補助対象事業者が「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」等に違反する行為

等（例：他の用途への無断流用、虚偽報告等）をした場合には、補助金の交付決定取消し、補

助金の返還命令、不正の内容の公表等を行うことがあります。 

・ 事業完了後の実績報告書等の期限内の提出ができない場合には、補助金をお支払いする

ことができません。 

・ 国土交通省に個人情報を提供する場合は、利用者・介護者に対して同意を得るなど、施設

の個人情報保護方針に基づき対応してください。 

・ 国土交通省の個人情報の取扱いについては、「個人情報の保護に関する法律についてのガ

イドライン（通則編）」に基づき対応いたします。 

・ 補助対象事業者は、事業により実施した調査等から得られたデータ等を原則公開すること

を条件とします。 

・ 採否の理由等についてのお問合わせには応じられません。あらかじめご了承ください。 

 

 

７．応募方法 

 

７．１ 応募期間・提出方法 

以下の書類１部を募集期間内（令和５年４月５日（水）～令和５年５月1０日（水））までに補助金事

務局へご提出ください。 

提出方法 

（1） 交付申請書等の書類を提出前に、事務局担当者 shakaifukki！koutsujiko-mlit.jp

（！を＠に置き換えてください）あて、「 事業者名（法人名＋施設名）、担当者名、担当者のメール

アドレス、電話番号」を記載したメールを送付ください。 

 

  （2） 事務局にて内容を確認後、申請方法等についてご案内をいたします。 

 

７．２ 提出書類 

応募者は応募期間内に「応募書類の作成・記入要領」に記載の書類を提出してください。 

① 自動車事故対策費補助金交付申請書（社会復帰促進事業） 

② 交付申請総括表（社会復帰促進事業）【別紙１】 

③ 計画・経費所要額調書兼収支計算書【別紙２】 

④ 応募者等の概要【様式１】、応募者の営む主な事業及びその内容が分かる資料 

（事業者パンフレット、全部事項証明書、会社定款、事業指定通知書など、どれか一つ） 

⑤ 企画提案書【様式２】、事業実施手順書、事業実施体制図、事業実施工程表 

⑥ 補助対象となる自立訓練事業所における上記２．①で規定する高次脳機能障害を有する

者の利用状況が分かる書類 
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⑦ 過去3カ年度の収支予算書 

⑧ 過去3カ年の財務諸表（法人全体） 

⑨ 各費目のうち、人材雇用費にあっては、次に掲げる書類 

イ 職員名簿 

ロ 介護給付費等の算定に係る体制等状況一覧表その他補助対象となる自立訓練事業

所等における介護給付費等の算定に係る体制等状況がわかる書類 

ハ 従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表その他補助対象となる自立訓練事業所等に

おける従業員の常勤換算方式による員数及び当該自立訓練事業所等における人員配

置基準を満たすために必要となる従業員の常勤換算方式による員数を明らかにした書

類 

ニ 補助対象期間中に当該職員の雇用する計画がわかる書類（写） 

⑩ 各費目のうち、求人情報発信費にあっては、補助対象期間中に求人情報発信を行う見積

書（写） 

⑪ 各費目のうち、印刷製本費にあっては、次に掲げる書類 

イ 見積書（写） 

ロ 当該印刷製本を行う理由及び具体的な使用方法を明記した説明書 

⑫ 各費目のうち、備品類導入費にあっては、次に掲げる書類 

イ カタログ・パンフレット 

ロ 見積書（写） 

ハ 当該備品類等を導入した理由及び具体的な使用方法を明記した説明書 

⑬ 各費目のうち、旅費にあっては、次に掲げる書類 

イ 研修等を補助対象事業者が開催する場合 補助対象期間中において補助対象事業者

が開催する研修等の概要、参加見込み人数、講師等の旅費及び宿泊費、講師の諸謝金、

会場使用料の積算方法等を記載した研修等開催計画書 

ロ 研修等に参加する場合 補助対象期間中において補助対象事業者が参加する研修等

の概要、参加予定者名、旅行行程、参加に要する旅費及び雑費の積算方法等を記載した

研修等参加計画書 

ハ 上記イ及びロの他、補助対象期間中において、病院とのネットワーク構築や自立訓練

の提供、地域連携の構築に必要な旅費等を記載した出張等計画書 

⑭ 各費目のうち、諸謝金にあっては、上記⑬イに掲げる書類 

⑮ 各費目のうち、使用料にあっては、上記⑬イに掲げる書類 

⑯ 各費目のうち、研修等参加費にあっては、上記⑬ロに掲げる書類 

⑰ 令和５年度社会復帰促進事業 交付申請必要書類確認書 

     

※１ 必要に応じて上記以外の書類を求めることがあります。 
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７．３ お問い合わせ先 

(1) 本補助制度の趣旨について 

〒100-8918 東京都千代田区霞が関２－１－３ 

国土交通省自動車局保障制度参事官室 担当：大橋、田中、大塚 

ＴＥＬ：０３－５２５３－８１１１（内線４１４１８、41419） 

E-mail：hqt-hosyohojo！gxb.mlit.go.jp（！を＠に置き換えて下さい） 

 

(2) 申請方法、対象経費、申請書の記載内容、その他事業全般について 

自動車事故被害者支援体制等整備事業事務局(社会復帰促進事業) 

TEL：080-4853-7386 

E-mail：shakaifukki！koutsujiko-mlit.jp（！を＠に置き換えて下さい） 

 


